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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成17年12月21日に提出した半期報告書の記載事項のうち、下記の事項を訂正するため訂正報告書を提出するもの

です。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 中間連結財務諸表等 

   (1) 中間連結財務諸表 

    注記事項 

    （リース取引関係） 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は   を付して表示しております。 

  



第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

注記事項 

(リース取引関係) 

  



(訂正前) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(借手側) 

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額の算定は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって

います。 

  

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

597 255 342

その他の 
有形固定 
資産 

3,321 2,005 1,315

無形固定 
資産 512 263 249

合計 4,432 2,524 1,907

(借手側) 

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額の算定は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって

います。 

  

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

555 294 261

その他の 
有形固定 
資産 

2,288 1,192 1,095

無形固定 
資産 470 325 145

合計 3,314 1,812 1,501

(借手側) 

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額の算定は、

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっています。 

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
  

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

663 306 357 

その他の
有形固定 
資産 

2,481 1,326 1,154 

無形固定
資産 477 282 194 

合計 3,622 1,915 1,706 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   上記の( )内は内数で、転リ

ース取引に係る未経過リース料

中間期末残高相当額です。 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額の算定は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっています。 

１年内 
830百万円 
(20百万円)

１年超 
1,114百万円 
(16百万円)

合計 
1,944百万円 
(36百万円)

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   上記の( )内は内数で、転リ

ース取引に係る未経過リース料

中間期末残高相当額です。 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額の算定は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっています。 

１年内 
586百万円
( 9百万円)

１年超 
938百万円
(13百万円)

合計 
1,525百万円
(23百万円)

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

   上記の( )内は内数で、転リ

ース取引に係る未経過リース料

期末残高相当額です。 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

っています。 

１年内
714百万円 
(12百万円)

１年超
1,016百万円 
(12百万円)

合計
1,731百万円 
(24百万円)

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 656百万円

減価償却費 
相当額 

656百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 353百万円

減価償却費
相当額 

353百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 1,160百万円

減価償却費
相当額 

1,160百万円



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

2. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 854百万円

１年超 6,550百万円

合計 7,404百万円

2. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 854百万円

１年超 5,696百万円

合計 6,550百万円

2. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 854百万円

１年超 6,123百万円

合計 6,977百万円



(訂正後) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(借手側) 

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額の算定は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって

います。 

  

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

597 255 342

その他の 
有形固定 
資産 

3,321 2,005 1,315

無形固定 
資産 512 263 249

合計 4,432 2,524 1,907

(借手側) 

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額の算定は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって

います。 

  

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

666 356 309

その他の 
有形固定 
資産 

2,421 1,280 1,140

無形固定 
資産 499 343 156

合計 3,587 1,980 1,607

(借手側) 

1. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額の算定は、

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっています。 

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
  

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

663 306 357 

その他の
有形固定 
資産 

2,481 1,326 1,154 

無形固定
資産 477 282 194 

合計 3,622 1,915 1,706 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   上記の( )内は内数で、転リ

ース取引に係る未経過リース料

中間期末残高相当額です。 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額の算定は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっています。 

１年内 
830百万円 
(20百万円)

１年超 
1,114百万円 
(16百万円)

合計 
1,944百万円 
(36百万円)

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

   上記の( )内は内数で、転リ

ース取引に係る未経過リース料

中間期末残高相当額です。 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額の算定は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっています。 

１年内 
669百万円
( 9百万円)

１年超 
961百万円
(13百万円)

合計 
1,630百万円
(23百万円)

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

   上記の( )内は内数で、転リ

ース取引に係る未経過リース料

期末残高相当額です。 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

っています。 

１年内
714百万円 
(12百万円)

１年超
1,016百万円 
(12百万円)

合計
1,731百万円 
(24百万円)

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 656百万円

減価償却費 
相当額 

656百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 436百万円

減価償却費
相当額 

436百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 1,160百万円

減価償却費
相当額 

1,160百万円



  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

2. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 854百万円

１年超 6,550百万円

合計 7,404百万円

2. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 854百万円

１年超 5,696百万円

合計 6,550百万円

2. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 854百万円

１年超 6,123百万円

合計 6,977百万円
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